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ま え が き 

 

 我が国における、いわゆる「解雇の金銭解決制度」の問題は、2003 年の労働基準法改正時

に引き続き、2007 年の労働契約法制定時にも、その法案化が見送られて以降、しばらく同制

度の立法化へ向けた目立った動きは見られなかった。使用者が行う解雇一般に対して、「客観

的に合理的な理由」および「社会通念上（の）相当」性を要求しつつ、その違反の法律効果

を、当該解雇の「無効」と規定する解雇権濫用法理（労働契約法 16 条）は、現在なお、日本

の労働法制の中核に位置し続けている。 

 しかし、労働契約法が制定されて以降も、解雇をテーマとして取り上げる研究の多くは、

解雇の金銭解決制度に対する検討に紙幅を割いている。そこでは、労働者側のイニシアティ

ヴによる金銭解決については積極的に肯定する一方で、使用者側からの金銭解決を認めるこ

とについては否定的ないし慎重な立場を採るものが多く見受けられるが、他方で、労働審判

をはじめとする現在の紛争解決制度によれば、解雇紛争の大部分は金銭的解決を達成する制

度となっていることから、解雇の金銭解決制度を設置する必要性は労働者側についてはもは

や存せず、「使用者側にのみ必要性が存在する偏頗な状況ともなりつつある」との指摘を行う

見解もある。 

 いずれにせよ、このようにみてゆくと、我が国における解雇の金銭解決制度の問題は、そ

の導入の可否自体をめぐって、なお議論がなされているのであり、今後立法化に向けた議論

が再燃することも、十分に考えられよう。また、その制度構造を考えるにあたっては、2005

年 9 月 15 日に公表された「今後の労働契約法制の在り方に関する研究会」報告書から引き続

き、多くの検討課題が未だ残されている。そして、そうであるとすれば、いま現に解雇に関

する法制度の中に、金銭の支払いによる救済方法が含まれている諸外国の解雇法制を検討対

象に取り上げ、制度の構造、およびその実務的運用の実態について、比較法的観点から分析

を加えてみることもまた、基礎的研究としては有用であるように思われる。 

 そこで、労働政策研究・研修機構では、濫用的な解雇（不当解雇）に対する救済を、解雇

の無効という手法ではなく、補償金の支払という金銭による手法として定めているフランス

法を検討対象として採り上げ、同国における解雇制度の全体の法的構造、およびその実務的

運用について、調査研究を行うこととした。 

 本報告書が多くの人々に活用され、今後の労働法政策に関わる政策論議に役立てば幸いで

ある。 

 

2015 年 5 月 
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理事長  菅 野 和 夫 
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